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福島県内企業アンケート調査結果概要１

○調査目的
福島県内の企業を対象に、女性の採用意向や採用活動、職場の女性活躍やワーク・ライフ・バランスの取
組状況などを調査し、女性の県内就業及び定着を図る上での課題を明らかにする。

○期 間：令和６年５月３０日（木）～令和６年６月１４日（金）
○対 象：従業員10名以上の福島県内企業2,000社

※「令和３年経済センサス－活動調査（事業所に関する集計）」の産業中分類別及び地域別の
構成比をもとに無作為抽出

○調査方法：郵送紙面調査
○回答件数：８４０件
○主な調査項目

１ 若年女性の採用状況
２ 女性活躍及びワーク・ライフ・バランスの取組状況
３ 地域とのかかわり

回答企業の基本情報

＜事業所所在地内訳＞ ＜正社員に占める女性割合内訳＞＜全従業員数内訳＞

1

26.3

60.8

12.9
浜通り地域

中通り地域

会津地域

（％）

27.7

34.4

19.2

18.8
～20人
21～50人
51～100人
101人以上

（％）

1.6

17.2

39.015.3

27.0

0%（いない)
10％未満
10％以上30％未満
30%以上50％未満
50%以上

（％）



＜業種内訳＞

2

19.8

16.9

14.5

13.1

6.4

5.7

4.5

4.3

3.9

2.3

1.9

1.8

1.8

1.1

0.8

0.6

0.6

0% 10% 20%

卸売業、小売業

建設業

製造業

医療、福祉

その他サービス業

教育、学習支援業

運輸業、郵便業

宿泊業、飲食サービス業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

生活関連サービス、娯楽業

農業、林業、漁業

電気・ガス・熱供給・水道業

不動産業、物品賃貸業

複合サービス事業

鉱業、採石業、砂利採取業

情報通信業

福島県内企業アンケート調査結果概要２
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1人以上5人未満

40.5％

5人以上10人未満
11.8％10人以上20人未満

11.2％

20人以上
6.5％

採用なし

30.1％

74.7％
33.7％
32.9％

15.6％
4.3％

若年女性の採用と進捗状況１

Q6 直近5年間の採用人数

Q7 採用があった対象者

進んでいる
22.6％

やや進んでいる
29.9％

あまり進んでいない

32.9％

進んでいない

14.5％

Q9 採用の進捗状況

90.0％
11.2％

9.3％

6.7％

募集しても、応募者がいない、又は少ない

応募はあるが、欲しい人材がいない

選考、又は内定を辞退される

その他

Q9-1 採用が進んでいない理由

職務経験者（中途採用）

新規高卒者

新規学卒及び第二新卒者

新規専門学校卒者

その他

福島県内企業アンケート調査結果概要３
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若年女性の採用意向と採用したいと思わない理由2

Q12 採用を増やしていく意向の有無

39.7
％

23.4％

16.6％

11.3％

5.0％

4.7％

2.2％

1.9％

0.9％

ある

36.5％

ややある

23.2％

どちらともいえない
29.7％

あまりない
6.0％

ない
4.6％

女性が担当できる仕事が限られている
又はないため

出産や育児で長期休業したときに
代替要員が確保できないため

結婚や出産で退職するおそれがあるため

若年女性を育成する余裕がないため

残業・出張・転勤をさせにくいため

働きやすい職場環境を整備する
負担が重いため

女性配慮に対する従業員の理解が
不十分なため

パート職員や外国人技能実習生の活用で
企業活動が可能であるため

女性の幹部登用に対する従業員の理解が
不十分なため

Q12_3 増やしたいと思わない理由（Q12「どちらともいえない」「あまりない」「ない」）

福島県内企業アンケート調査結果概要４
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採用活動で活用している手段と公表している情報（対若年層調査）3

Q11 採用活動を行う上で公表している情報Q10 採用活動で活用している手段

83.8％

47.5％

42.7％

26.7％

21.7％

20.3％

18.1％

15.5％

10.2％

9.7％

9.3％

6.6％

4.8％

13.7％

40.0％

72.9％

18.9％

21.7％

13.7％

12.5％

23.2％

7.0％

19.5％

17.5％

18.9％

19.7％

ハローワークなどの公的機関

自社ホームページ

就職・転職情報サイト

合同企業説明会

インターンシップの受入れ

学校の就職ガイダンスへの参加

学校就職部・キャリアセンター

民間の就職・転職エージェント

教授・指導教員への案内

就職・転職情報誌
リファラル採用

（自社社員による推薦）
学校OB・OGによるPR

SNS

具体的な仕事内容

残業や休日出勤の実態

福利厚生制度の内容

職場の雰囲気
研修や教育制度

出産や育児、介護などの
休暇制度の取得率

求める人物像

具体的な仕事の進め方・スタイル

働いている従業員の声

平均勤続年数

社員の男女比や女性管理職の割合

評価（昇進や昇格）や処遇の仕組み

子育て中の社員の働き方

入社後のキャリアプランやモデル年収

94.4％

65.0％

55.7％

45.4％

31.0％

28.3％

26.1％

24.6％

23.4％

19.4％

12.7％

12.4％

8.9％

8.5％

43.2％

42.4％

39.1％

47.9％

15.6％

17.6％

8.2％

27.7％

30.7％

12.5％

6.3％

21.1％

18.6％

26.6％

■ 県内企業
■ 首都圏在住福島県出身若年層（18歳以上34歳の男女512名に福島県から転出したタイミングやその理由、就職・転職の意向などを調査）の就職・転職先を
探す上で有効な方法及び就職・採用活動中に知りたい情報

福島県内企業アンケート調査結果概要５
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女性の定着・活躍を図る上での取組（対若年層調査）や課題、必要な支援4

68.5％

61.3％

31.6％

25.8％

25.6％

25.4％

17.0％

12.5％

11.8％

1.6％

49.0％

53.8％

48.6％

14.2％

6.5％

20.2％

17.4％

28.3％

21.5％

10.5％

30.4％
28.7％

27.6％

25.6％

21.1％

11.9％

8.6％

8.3％

0.7％

0.4％

Q14 女性活躍やWLBに取り組んだことによるメリットQ13 女性活躍やWLB推進のための取組

有給休暇の取得促進

残業や休日出勤など
長時間労働の是正

柔軟な働き方ができる制度の整備

男性の育休取得促進

女性管理職の登用

教育訓練・研修制度の整備

性別による固定的な
役割分担意識の解消

多様なキャリアコースの設置
（育児中のキャリア継続・転換等）

病気・不妊治療などで
取得可能な休暇制度の整備

キャリアコンサルティング制度の整備

特にない、取り組んでいない

仕事の効率化や業務の改善が進んだ

職場の雰囲気が良くなった

女性のモチベーションが向上した

社員の定着率（平均勤続年数）
が向上した

育児休暇を取得する男性が増えた

人材が確保しやすくなった

企業イメージが向上した

販路拡大につながった

新たな商品やサービス開発につながった

■ 県内企業
■ 首都圏在住福島県出身若年層（18歳以上34歳の男女512名に福島県から転出したタイミングやその理由、就職・転職の意向などを調査）の働く場所として
県内企業に求める条件

※ 上位10項目

福島県内企業アンケート調査結果概要６
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42.4％

36.9％

32.5％

17.3％

17.0％

14.7％

13.7％

13.6％

11.6％

10.0％

41.3％

21.0％

19.1％

17.5％

13.2％

12.5％

11.5％

11.2％

9.7％

8.8％

Q16 行政に期待する支援Q15 女性活躍を推進する上での課題

出産や育児で長期休業したときの
代替要員の確保やサポート体制づくり

が難しい
女性を採用したいが応募が

少ない又はない

性別による固定的な
役割分担意識が強い

女性社員の管理職を目指す意欲
を高めることが難しい

専用エリアや託児所など
女性に配慮した施設が未整備

女性活躍推進に取り組むための
部署や担当者の確保が難しい

育児とキャリアアップを両立できる
キャリアコース・モデルがない

女性幹部の登用例がない

就業時間が柔軟に対応できない

女性の人材育成、評価制度
がしっかりできていない

保育施設の拡充など、
仕事と家庭の両立支援体制の強化

女性に配慮した
職場環境（施設）整備への支援

女性の経験者（中途）採用支援

性別による固定的な役割分担意識
の解消に関する普及啓発

女性登用の必要性やメリットなどに
関する普及啓発

女性の意識改革をテーマ
としたセミナーの開催

女性の管理職候補を対象
としたリーダー養成研修

女子学生の採用支援

管理職向け講習会の開催

経営者の意識改革をテーマ
としたセミナーの開催 ※ 上位10項目※ 上位10項目

福島県内企業アンケート調査結果概要７
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40.2％

36.7％

17.0％

15.4％

14.7％

11.6％

1.5％

Q17 教育機関に協力・貢献している取組

教育機関への協力・貢献、若者を県内に呼び戻すために効果的な取組（対若年層調査）5

68.0％

58.3％

43.4％

38.6％

28.7％

26.9％

22.4％

19.8％

14.9％

14.8％

13.0％

11.8％

8.7％

28.9％

45.7％

30.3％

53.7％

21.5％

17.0％

20.3％

15.4％

9.0％

30.7％

13.5％

7.8％

22.9％

Q18 若者を呼び戻すために地域や企業に必要な取組

特にない

工場見学・職場見学

講演会・セミナーへの
社員の派遣

協賛・支援・助成・奨学金

出前授業・教室・講座・
ゼミへの社員派遣

中・長期インターンシップ

教材・ソフトの提供

地域経済の活性化

働きたいと思える企業を増やす

女性・若者が楽しめる
場所や施設を増やす

給料がよい就職先を増やす

移住者をあたたかく受け入れる
風土の醸成

女性・若者のチャレンジを
応援する風土の醸成

希望する職種に就くことが
可能なマッチング支援

政策に女性・若者の声を反映させる

結婚したいと思える福島県の人
と出会う機会を設ける

首都圏での仕事を続けながら、
福島県で暮らせるような環境整備
職場や家庭・地域の性別による
固定的役割分担意識をなくす
政治や経済の場面で活躍する

女性・若者を増やす
首都圏で暮らしながら、福島県内の企業

で仕事を続けられるような環境整備

■ 県内企業
■ 首都圏在住福島県出身若年層（18歳以上34歳の男女
512名に福島県から転出したタイミングやその理由、就職・転職
の意向などを調査）

福島県内企業アンケート調査結果概要８
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福島県内企業アンケート調査結果（全体）
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福島県内企業アンケート調査結果１

Q1 事業所及び本社の所在地（1）をご記入ください。（本社が県外の場合は（2）もご記入ください）

○回答企業の所在地をみると、事業所・本社（県内）については「浜通り地域」が26.3％、「中通り地域」
が60.8％、「会津地域」が12.9％となった。また、本社が県外にある企業は、「東京都」が2社、「埼玉
県」「神奈川県」「福井県」がそれぞれ1社で、計5社となった。

（単一回答）

26.3

60.8

12.9

浜通り地域

中通り地域

会津地域

（％）

東京都（2）

埼玉県（1）

神奈川県（1）

福井県（1）

19.8
16.9

14.5
13.1

6.4
5.7

4.5
4.3
3.9

2.3
1.9
1.8
1.8

1.1
0.8
0.6
0.6

卸売業、小売業
建設業
製造業

医療、福祉
その他サービス業

教育、学習支援業
運輸業、郵便業

宿泊業、飲食サービス業
学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業
生活関連サービス、娯楽業

農業、林業、漁業
電気・ガス・熱供給・水道業
不動産業、物品賃貸業

複合サービス事業
鉱業、採石業、砂利採取業

情報通信業

Q2 業種について教えてください。

○回答企業の業種をみると、「卸売業、小売業」（19.8％）が最も多く、「建設業」（16.9％）、「製造
業」（14.5％）が続いた。

（単一回答）
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Q3 全従業員数について教えてください。（令和6年4月1日時点）

○ 回答企業の従業員数をみると、従業員数「21～50人」（34.4％）が最も多く、「～20人」
（27.7％）、「51～100人」（19.2％）が続いた。

（単一回答）

27.7

34.4

19.2

18.8

～20人
21～50人
51～100人
101人以上

（％）

Q4 正社員に占める女性の割合について教えてください。（令和6年4月1日時点）

○正社員に占める女性の割合をみると、「10％以上30％未満」（39.0％）が最も多く、「50％以上」
（27.0％）、「10％未満」（17.2％）が続いた。

（単一回答）
1.6

17.2

39.0
15.3

27.0 0%（いない)

10％未満

10％以上30％未満

30%以上50％未満

50%以上
（％）

福島県内企業アンケート調査結果２
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Q5 管理職に占める女性の割合について教えてください。（令和6年4月1日時点）

○管理職に占める女性の割合をみると、「0％（いない）」（36.8％）が最も多く、「5％未満」
（23.7％）、「30％以上」（18.0％）が続いた。

（単一回答）

36.8

23.7

7.5

14.0

18.0
0%（いない)

5％未満

5%以上10％未満

10％以上30％未満

30％以上
（％）

Q6 直近5年間（令和元年度から令和5年度）の若年女性（30代以下）の合計採用人数を教えてください。

○若年女性の合計採用人数をみると、「1人以上5人未満」（40.5％）が最も多く、「採用なし」
（30.1％）、「5人以上10人未満」（11.8％）が続いた。

（単一回答）

40.5

11.811.2

6.5

30.1
1人以上5人未満

5人以上10人未満

10人以上20人未満

20人以上

採用なし
（％）

福島県内企業アンケート調査結果３
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Q7 直近5年間の若年女性（30代以下）の採用状況について、採用があった対象者を教えてください。
※Q6で「採用した」と答えた企業が回答

○採用があった対象者をみると、「職務経験者（中途採用者）」（74.7％）が最も多く、「新規高卒者」
（33.7％）、「新規学卒及び第二新卒者（大学・短期大学）」（32.9％）が続いた。

（複数回答）

74.7

33.7

32.9

15.6

4.3

職務経験者（中途採用者）

新規高卒者

新規学卒及び第二新卒者（大学・短期大学）

新規専門学校卒者

その他

Q8 直近5年間の若年女性（30代以下）の配属部門について教えてください。（○はいくつでも）
※Q6で「採用した」と答えた企業が回答

〇 若年女性の配属部門をみると、「その他」（43.4％）を除き、「総務・経理・人事」（42.3％）が最も
多く、「営業企画・営業」（17.3％）、「技術サービス」（14.0％）が続いた。

（複数回答）
42.3

17.3
14.0
13.8

2.6
2.6

1.4
1.2
1.0
0.0

43.4

総務・経理・人事
営業企画・ 営業
技術サービス

製造技術・ 生産管理
商品企画・ 開発・設計

広報・宣伝
情報システム
調査・企画
研究・開発
海外事業
その他

福島県内企業アンケート調査結果４
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Q9 これまで若年女性（30代以下）の採用は思い通り進んでいますか。
※Q6で「採用した」と答えた企業が回答

○若年女性の採用の進捗状況をみると、「進んでいる」（「進んでいる」「やや進んでいる」の合計）は
52.5％、「進んでいない」（「あまり進んでいない」「進んでいない」の合計）は47.4％となった。

Q9-1 若年女性（30代以下）の採用が進んでいない理由について教えてください。
※Q9の問いに「あまり進んでいない」 、「進んでいない」と答えた企業が回答

○若年女性の採用が進んでいない理由をみると、「募集しても、応募者がいない、又は少ない」（90.0％）
が最も多く、「応募はあるが、欲しい人材がいない」（11.2％）、「選考、又は内定を辞退される」

（9.3％）が続いた。

（単一回答）

（複数回答）

22.6

29.9
32.9

14.5
進んでいる

やや進んでいる

あまり進んでいない

進んでいない
（％）

90.0

11.2

9.3

6.7

募集しても、応募者がいない、又は少ない

応募はあるが、欲しい人材がいない

選考、又は内定を辞退される

その他

福島県内企業アンケート調査結果５
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Q10 採用活動で活用している手段を教えてください。

○採用活動で活用している手段をみると、「ハローワークなどの公的機関」（83.8％）が最も多く、「自社
ホームページ」（47.5％）、「就職・転職情報サイト」（42.7％）が続いた。

（複数回答）

83.8

47.5

42.7

26.7

21.7

20.3

18.1

15.5

10.2

9.7

9.3

6.6

4.8

3.5

2.6

ハローワークなどの公的機関

自社ホームページ

就職・転職情報サイト

合同企業説明会

インターンシップの受入れ

学校の就職ガイダンスへの参加

学校就職部・キャリアセンター

民間の就職・転職エージェント

教授・指導教員への案内

就職・転職情報誌

リファラル採用（自社社員による推薦）

学校OB・OGによるPR

SNS

その他

特になし

福島県内企業アンケート調査結果６
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Q11 採用活動を行う上で、貴社が公表している情報を教えてください。（○はいくつでも）

○採用活動を行う上で公表している情報をみると、「具体的な仕事の内容」（94.4％）が最も多く、「残業
や休日出勤の実態」（65.0％）、「福利厚生制度の内容」（55.7％）が続いた。

（複数回答）

94.4

65.0

55.7

45.4

31.0

28.3

26.1

24.6

23.4

19.4

12.7

12.4

8.9

8.5

7.8

1.1

具体的な仕事内容

残業や休日出勤の実態

福利厚生制度の内容

職場の雰囲気

研修や教育制度

出産や育児、介護などの休暇制度の取得率

求める人物像

具体的な仕事の進め方・スタイル

働いている従業員の声

平均勤続年数

社員の男女比や女性管理職の割合

評価（昇進や昇格）や処遇の仕組み

子育て中の社員の働き方

入社後のキャリアプランやモデル年収

経営や財務状況

その他

福島県内企業アンケート調査結果７
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Q12 若年女性（30代以下）の採用を増やしていく意向の有無について教えてください。

○若年女性の採用意向をみると、採用を増やす意向が「ある」（「ある」「ややある」）は59.7％、「どち
らともいえない」は29.7％、「ない」（「あまりない」「ない」）は10.6％となった。

Q12-1 増やしたいと思う理由について教えてください。
※Q12で「ある」 、「ややある」と答えた企業が回答

○若年女性の採用を増やしたい理由をみると、「優秀な人材を確保するため」（69.9％）が最も多く、「多
様な人材の活用を図るため」（58.9％）、「経営戦略として女性の活躍（女性の視点・感性等）が重要で
あるため」（28.3％）が続いた。

（単一回答）

（複数回答）

69.9

58.928.3

24.0

8.3

7.3

4.9

優秀な人材を確保するため

多様な人材の活用を図るため

経営戦略として女性の活躍（女性の視点・感性等）が重要であるため

女性の方がよりよい業務を行うことができる分野（商品開発、品質管理等）があるから

企業のイメージアップのため

企業の社会的責任（CSR）であるため

その他

36.5

23.2

29.7

6.0 4.6
ある

ややある

どちらともいえない

あまりない

ない
（％）

福島県内企業アンケート調査結果８
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Q12-2 若年女性（30代以下）の配置予定の部門について教えてください。（○はいくつでも）
※ Q12で「ある」 、「ややある」と答えた企業が回答

○若年女性の配置予定部門をみると、「その他」（36.0％）を除き、「総務・経理・人事」（47.5％）が最
も多く、「営業企画・営業」（28.9％）、「技術サービス」（18.2％）が続いた。

（複数回答）

47.5

28.9

18.2

14.3

11.2

8.1

7.4

2.9

2.1

0.0

36.0

総務・経理・人事

営業企画・ 営業

技術サービス

製造技術・ 生産管理

広報・宣伝

商品企画・ 開発・設計

情報システム

調査・企画

研究・開発

海外事業

その他

福島県内企業アンケート調査結果９
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Q12-3 増やしたいと思わない理由について教えてください。（○はいくつでも）
※Q12で「どちらともいえない」 、「あまりない」、「ない」と答えた企業が回答

○若年女性の採用を増やしたいと思わない理由をみると、「その他」（30.9％）を除き、「女性が担当でき
る仕事が限られている又はないため」（39.7％）が最も多く、「出産や育児で長期休業したときに代替要
員が確保できないため」（23.4％）、「結婚や出産で退職するおそれがあるため」（16.6％）が続いた。

（複数回答）

39.7

23.4

16.6

11.3

5.0

4.7

2.2

1.9

0.9

30.9

女性が担当できる仕事が限られている又はないため

出産や育児で長期休業したときに代替要員が確保できないため

結婚や出産で退職するおそれがあるため

若年女性を育成する余裕がないため

残業・出張・転勤をさせにくいため

働きやすい職場環境を整備する負担が重いため

女性配慮に対する従業員の理解が不十分なため

パート職員や外国人技能実習生の活用で企業活動が可能であ…

女性の幹部登用に対する従業員の理解が不十分なため

その他

福島県内企業アンケート調査結果１０
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Q13 女性活躍やワーク・ライフ・バランス（以下、「WLB」）を推進するために取り組んでいることにつ
いて教えてください。

○女性活躍及びWLBの推進に向けた取組みをみると、「有給休暇の取得促進」（68.5％）が最も多く、「残
業や休日出勤など長時間労働の是正」（61.3％）、「短時間勤務や在宅勤務、フレックスタイムなど柔軟
な働き方ができる制度の整備」（31.6％）が続いた。

（複数回答）

福島県内企業アンケート調査結果１１
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Q14 女性活躍推進やWLBに取り組んだことによるメリットを教えてください。

○女性活躍やWLBに取り組んだことによるメリットをみると、「特にない、取り組んでいない」（30.5％）
を除き、「仕事の効率化や業務の改善が進んだ」（28.7％）が最も多く、「職場の雰囲気が良くなった」

（27.6％）、「女性のモチベーションが向上した」（25.6％）が続いた。

（複数回答）

28.7

27.6

25.6

21.1

11.9

8.6

8.3

0.7

0.4

1.4

30.5

仕事の効率化や業務の改善が進んだ

職場の雰囲気が良くなった

女性のモチベーションが向上した

社員の定着率（平均勤続年数）が向上し
た

育児休暇を取得する男性が増えた

人材が確保しやすくなった

企業イメージが向上した

販路拡大につながった

新たな商品やサービス開発につながった

その他

特にない、取り組んでいない

福島県内企業アンケート調査結果１２

21



Q15 女性活躍を推進する上での課題について教えてください。

○女性活躍を推進する上での課題をみると、「出産や育児で長期休業したときの代替要員の確保やサポート
体制づくりが難しい」（41.3％）が最も多く、「女性を採用したいが応募が少ない又はない（21.0％）、

「性別による固定的な役割分担意識が強い」（19.1％）が続いた。

（複数回答）

福島県内企業アンケート調査結果１３
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Q16 今後、女性活躍を推進するために、行政に期待する施策を教えてください。

○女性活躍を推進する上で行政に期待する支援をみると、「保育施設の拡充など、仕事と家庭の両立支援体
制の強化」（42.4％）が最も多く、「女性に配慮した職場環境（施設）整備への支援」（36.9％）、「女
性の経験者（中途）採用支援」（32.5％）が続いた。

（複数回答）

42.4

36.9

32.5

17.3

17.0

14.7

13.7

13.6

11.6

10.0

9.2

8.7

8.3

8.1

4.9

4.5

5.2

保育施設の拡充など、仕事と家庭の両立支援体制の強化

女性に配慮した職場環境（施設）整備への支援

女性の経験者（中途）採用支援

性別による固定的な役割分担意識の解消に関する普及啓発

女性登用の必要性やメリットなどに関する普及啓発

女性の意識改革をテーマとしたセミナーの開催

女性の管理職候補を対象としたリーダー養成研修

女子学生の採用支援

管理職向け講習会の開催

経営者の意識改革をテーマとしたセミナーの開催

働く女性同士の情報交換や異業種交流などのネットワークづくりの支援

男性を対象とした意識啓発セミナーの開催

テレワークをはじめとした業務などのデジタル化の推進に対する支援

女性活躍に取り組む企業の表彰やＰＲ

採用に関する女子学生との意見交換の場の設置

中小企業診断士や社会保険労務士など女性活躍やWLBの推進に関する各種専門家の派遣

その他

福島県内企業アンケート調査結果１４
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Q17 県内の教育機関に協力・貢献している取組みについて教えてください。

○県内の教育機関に協力・貢献している取組みをみると、「特にない」（40.3％）を除き、「工場見学・職
場見学」（36.7％）が最も多く、「講演会・セミナーへの社員の派遣」（17.0％）、「協賛・支援・助
成・奨学金」（15.4％）が続いた。

（複数回答）

36.7

17.0

15.4

14.7

11.6

1.5

3.6

40.2

工場見学・職場見学

講演会・セミナーへの社員の派遣

協賛・支援・助成・奨学金

出前授業・教室・講座・ゼミへの社員派遣

中・長期インターンシップ（求人目的ではなく、
教育的観点から就労経験を提供するもの）

教材・ソフトの提供

その他

特にない

福島県内企業アンケート調査結果１５
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Q18 若者の福島県への移住・定住を促進するために、福島県全体（地域や企業）で取り組むべき方策につ
いて考えを教えてください。

○若者の福島県への移住・定住促進のために福島県全体（地域や企業）で取り組むべき方策をみると、「地
域経済の活性化」（68.0％）が最も多く、「働きたいと思える企業を増やす」（58.3％）、「女性・若者
が楽しめる場所や施設を増やす」（43.4％）が続いた。

（複数回答）

68.0

58.3

43.4

38.6

28.7

26.9

22.4

19.8

14.9

14.8

13.0

11.8

8.7

5.4

地域経済の活性化

働きたいと思える企業を増やす

女性・若者が楽しめる場所や施設を増やす

給料がよい就職先を増やす

移住者をあたたかく受け入れる風土の醸成

女性・若者のチャレンジを応援する風土の醸成

希望する職種に就くことが可能なマッチング支援

政策に女性・若者の声を反映させる

結婚したいと思える福島県の人と出会う機会を設ける

首都圏での仕事を続けながら、福島県で暮らせるような環境整備

職場や家庭・地域の性別による固定的役割分担意識をなくす

政治や経済の場面で活躍する女性・若者を増やす

首都圏で暮らしながら、福島県内の企業で仕事を続けられるような環境整備

その他

福島県内企業アンケート調査結果１６
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